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平成 2 7 年 上 半期の特殊詐欺 捜 査 第 二 課
広 報 資 料

認 知 ・検 挙 状 況 等に つい て 生活安全企画課

１ 特殊詐欺全体関係

(1) 特殊詐欺の被害状況

○ 認知件数は前年同期比+852件、+13.8％、被害額は-33.3億円、
-12.3％。１件当たりの被害額が369.7万円（前年同期比-106.0万円、
-22.3％）。

○ 平成27年上半期における全財産犯の現金被害額の約５割。

(2) 対策の推進状況
ア 取締りの推進
○ 検挙件数は+98件、+6.1％、検挙人員は+253人、+27.7％。
○ 32箇所（+19箇所）の犯行拠点を摘発。現場で204人（+136人）
を検挙。

認知件数 25,667 21,612 19,020 17,930 20,481 7,340 6,888 7,216 8,693 11,998 13,392 6,155 7,007

被害総額 283.8 251.5 254.9 251.4 275.9 95.8 112.5 204.0 364.4 489.5 565.5 269.8 236.5
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＊ 振り込め詐欺以外の特殊詐欺は平成22年2月から集計

区分
年次
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1,305 2,539 2,974 3,079 4,400 5,669 5,189 2,556 2,990 3,419 3,252 1,616 1,714

548 819 761 454 699 955 686 923 1,523 1,774 1,985 914 1,167

＊　振り込め詐欺以外の特殊詐欺は、平成23年１月から集計
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イ 予防の推進
○ 特殊詐欺の捜査過程で押収した名簿を活用して、電話、訪問等
による注意喚起を個別に実施。

○ だまされた被害者から犯行グループに被害金が渡るのを阻止す
るため、金融機関、郵便局、コンビニ等に対して、声掛けや通報
を依頼。これによる阻止件数・金額、阻止率ともに上半期として
過去最高。

２ 高齢者の資産を標的とした特殊詐欺関係
(1) 高齢者率の状況

高齢者（65歳以上）被害の特殊詐欺の件数が上半期で5,408件(+544
件、+11.2％）と大幅に増加、その割合（以下「高齢者率」という。）
は77.2％（-1.8Ｐ）。

(2) 重点３類型への対策の推進状況
○ 特に高齢者率の高い重点３類型（オレオレ詐欺、還付金等詐欺、
金融商品詐欺）の認知件数は5,141件（+639件、+14.2％）。被害額
は、175.3億円（-15.8億円、-8.3％）。金融商品詐欺が減少する一
方で、オレオレ詐欺、還付金等詐欺は増加傾向。
手口が極めて巧妙化しており、引き続き、重点的な取組の対象と

することが必要。

【事例】（オレオレ詐欺１）
東京都の80代の女性は、６月、長男を装う犯人から「飲食店

で書類が入った鞄を紛失した」、「今日中に500万円を取引先に
支払わなければならない」、「さらに500万円必要」などとだま
され、1,000万円を犯人側に手渡してしまった。犯人は、被害者
が金融機関で預貯金を引き出す際に疑われないよう、あらかじ
め、自動車販売店で新車のカタログを受け取って金融機関に行
き、新車の購入代金としてお金が必要と説明するよう被害者に
指示し、カタログが被害者に渡るよう手配までしていた。

【事例】（オレオレ詐欺２）
広島県の70代女性は、６月、警察官や架空の協会の職員を装

う犯人から「あなたがお金を預けている金融機関の職員が詐欺
グループとつながっている」、「預金が危ないので今日中に引き
出して」、「偽札が入っているかもしれないから預って調べます」
などとだまされ、2,200万円を犯人側に手渡してしまった。犯人
は、被害者が金融機関で預貯金を引き出す際に疑われないよう、
喪服を着用して金融機関に行き、身内に不幸があったのでお金
が必要と説明するよう指示していた。

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 26年上半期 27年上半期

認知件数（既遂） 20,124 7,156 6,469 6,939 8,132 11,161 12,444 5,672 6,398

阻止件数 2,860 1,229 1,357 2,467 3,721 6,540 10,731 4,654 6,203

阻止/(認知＋阻止） 12.4% 14.7% 17.3% 26.2% 31.4% 36.9% 46.3% 45.1% 49.2%

阻止額（億円） - - - - 95.1 193.4 296.5 134.6 142.2

平成22年以前の数値には振り込め詐欺以外の特殊詐欺は含まない。
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【事例】（還付金等詐欺）
群馬県の70代の女性は、２月、市役所職員や社会保険事務所

の職員を装う犯人から「医療費の還付があります」、「払戻金を
振り込む手続のためATMを操作してください」などとだまされ、
犯人の指示する口座に送金してしまったが、犯人はさらに「エ
ラーになってしまった」、「他に口座がありますか」などとだま
し、合計４口座から10回にわたり、500万円以上を送金させた。

○ 重点３類型の検挙件数1,325件（-102件、-7.1％）、検挙人員912
人（+118人、+14.9％）。

【事例】
警視庁は、６月、証券会社社員になりすまし、架空会社の社

債を購入すれば、後で高値で買い取るなどと虚偽の勧誘をし、
50代から70代までの男女から数百万円をだまし取ったとして、
40人の架け子等を一斉に逮捕し、東京都内の犯行拠点等計５箇
所を摘発した。

○ 高齢者等に対し、重点３類型に焦点を当てた手口紹介を実施。

【事例】
新潟県警察（２月）、愛媛県警察（５月）の職員が地元のラ

ジオ番組に出演し、特殊詐欺の手口を広報するに際して、重点
３類型に焦点を当てた説明を行った。

３ 被害金交付形態別の認知・検挙関係
(1) 被害金交付形態別認知状況

現金送付型の被害金額が72.4億円（-23.3億円、-24.3％）で、前年
同期比で大幅に減少。

(2) 現金送付型対策の推進
○ 被害金送付先における被疑者検挙を大幅に強化。115箇所（+102
箇所）において、124人（+111人）を検挙。

○ 被害金送付先として悪用された住所のリストを公表し、郵便・宅
配事業者に提供。被害金送付先リストの活用等により被害金の配達
を阻止した事例は267件（-142件）、約4.8億円（-3.8億円）。

○ 荷主から荷物を受け取るコンビニ、宅配事業者の配送所等におけ
る声掛け、通報依頼も強化。
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【事例】
北海道の配送事業者の営業所においては、３月、80代の女性

からの依頼で荷物を集荷しようとした際、配送伝票記載の依頼
主と送付先の双方の住所が東京都内であることを不審に思い、
被害者に確認するなどして、特殊詐欺の被害を未然に防いだ。

【事例】
青森県のコンビニエンスストアにおいては、３月、80代の女

性からの配送依頼が短期間に３回もあったことを不審に思い、
警察に通報するなどして、特殊詐欺の被害を未然に防いだ。

(3) 送付先の種類
送付先において被疑者を検挙した事例のうち、「私書箱」が48箇所

だが、この中には屋号も確認できないなど、営業実態が不明のものも
少なくない。
また、アパート、マンションなどの集合住宅の空室を悪用するケー

スが43箇所に上る。この場合も、受取役が、
・ 室内で受け取る
・ 廊下等で配達員に声をかけて受け取る
・ 宅配ボックスを利用する
など犯行グループは様々な手口を使う。

【事例】
福岡県警察は、３月、被害者からの通報を受け、現金在中を

偽装した荷物を犯人が指定した大阪府内の集合住宅の一室に送
付し、室内で当該偽装荷物を受け取った者を詐欺未遂容疑で検
挙した。

【事例】
茨城県警察は、３月、被害者からの通報を受け、現金在中を

偽装した荷物を犯人が指定した神奈川県内の集合住宅の一室に
送付し、同集合住宅の階段付近で配達員を待ち受けて当該偽装
荷物を受け取った者を詐欺未遂容疑で検挙した。

【事例】
埼玉県警察は、４月、被害者からの通報を受け、既に東京都

内の集合住宅の一室に宛てて配送途上にあった被害荷物を回収
した上で、現金在中を偽装した荷物を当該集合住宅の宅配ボッ
クスに送付し、当該偽装荷物を回収しに現れた者を詐欺未遂容
疑で検挙した。
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(4) 空き室対策

警察庁では、被害金送付先等として、賃貸住宅の空き室が多く利用

されている現状を踏まえ、（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会（ち

んたい協会）等と連携し、機関誌等において、

・ 空き室の集合ポストの投入口を内側からふさぐこと

・ 空き室の鍵の管理の徹底を図ること

を呼びかけるなどの対策を進めている。

ちんたい協会主催の会合において、警察庁担当者から、

賃貸住宅の空き室が悪用されている実態について講演

(5) その他の交付形態に対する取締り
○ 現金手交型事案については、引き続き、「だまされた振り作戦」
の実施を徹底し、現場で420件（+24件）、456人（+13人）の被疑者
を検挙。

【事例】
埼玉県警察は、被害者からの通報を受け、「だまされた振り

作戦」を実施したところ、バイク便事業者の従業員を名乗る者
が被害者の自宅に被害金を受け取りに現れた。そこで、同県警
察は、所要の捜査の上、４月、同人を詐欺未遂容疑で検挙する
とともに、５月、当該バイク便事業者の経営者も検挙した。

○ 振込型事案については、一日当たりＡＴＭ利用限度額の引下げを

金融機関等に求めており、本年上半期中は、13金融機関において利

用限度額が引き下げられた。

４ 今後の取組

(1) 犯行拠点の摘発等の強化

○ 本年４月１日から「匿名通報ダイヤル」の対象事案に特殊詐欺を

追加し、６月末までに「特殊詐欺」の通報と認定された情報の提供

を51件受け、所要の捜査等を実施中。
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○ 警視庁等の首都圏警察が犯行拠点の摘発実績を飛躍的に向上させ

ているほか、兵庫、広島、香川、宮城等の首都圏から遠方の県警察

でも摘発事例が蓄積。今後とも、全国警察を挙げた摘発を強化。

※ 参考

特殊詐欺捜査への活用を念頭に置いた通信傍受の合理化・効率化及び訴追合意制

度の新設等を内容とする刑事訴訟法等の改正案を現在、国会において審議中。

(2) 水際対策の徹底

ア 金融機関との連携強化

平成25年に静岡県で始まった預金小切手を活用した金融機関によ

る被害防止のための声掛け等の取組が全国44都道府県に拡大（６月

30日現在）。金融機関との連携をさらに強化。

イ 送付元対策の強化

コンビニ、運送事業者の営業所等との連携を強化し、詐欺の被害

品が入った荷物を見抜くための具体的な着眼点を示すなどして、協

力を依頼。

(3) 送付先の摘発強化等

空き室利用を含め、送付先における現場設定検挙を徹底。

さらに、空き室を特殊詐欺に利用されないための取組を強化するた

め、引き続き不動産関係業界と連携。


